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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

(1) 対象地域【対象地域図参照】 

市町村名  川崎市 

面  積  144.35 km2

人  口    1,489,564 人（平成 28 年 10月 1 日現在） 

(2) 計画期間 

本計画は、平成 29年 4 月 1 日から令和 6年 3月 31 日までの 7年間を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直す

ものとする。 

対象地域図 
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(3) 基本的な方向 

   ごみの減量化・資源化に向けた取組として、市民・事業者・行政が協働して、ライフス

タイルを見直し、環境配慮行動の実践に取組むことにより、リデュース・リユースといっ

たごみの発生抑制を進めるとともに、やむを得ず出てしまったごみは、できる限りリサイ

クルするように、分別排出の徹底に関する取組を推進する。 

   廃棄物処理体制の確立に向けた取組として、廃棄物処理施設の長寿命化に向けた予防保

全的整備や老朽化した施設の計画的な建替え等により、引き続き見込まれる人口増加や将

来的な人口減少・少子高齢化などの社会状況変化にも的確に対応していくとともに、災害

時などの非常時においても重要なライフラインとして生活環境を保全し、迅速かつ適正な

処理を行うことができるよう、庁内体制の強化、民間事業者などとの連携強化及び廃棄物

処理施設の耐震化、浸水対策等の災害対策を講じる。 

   低炭素社会・自然共生社会を目指した取組として、エネルギー資源の効果的な活用を目

指し、建替えを行うごみ焼却処理施設に、より高効率な発電や熱回収の利活用が図れるよ

う廃棄物発電の整備を行う。 

 (4) ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

平成 27 年度から３処理センター体制へ移行し、浮島、堤根及び王禅寺の３つの処理セ

ンターでごみ焼却処理を行っている。また、川崎市域で発生するごみは、川崎市内で単独

処理を行っている。 

本市では、今後も効果的・効率的なごみ収集・運搬・処理が行われるように、社会状況

の変化等に的確に対応するとともに安定的な処理体制の運営に努めていく。 

 (5) プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

従来よりプラスチック製容器包装は分別収集し、浮島処理センター資源化処理施設にて

選別・圧縮梱包した後、容器包装リサイクル法に基づく指定法人に再商品化を委託してき

た。 

プラスチック製品は当面の間、市民に対してデジタルツールや広報誌等を活用した普及

啓発や情報発信、環境教育を実施し、自主的に３R＋Renewable に取組むことを促進した上

で、普通ごみ（可燃ごみ）として焼却処理を継続するが、今後分別収集に向け、早期にプ

ラスチック製容器包装とプラスチック製品の一括回収事業の仕組みを構築し、プラスチッ

ク資源の分別収集・リサイクルの取組を進める。 

２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

(1)  一般廃棄物等の処理の現状 

ア 一般廃棄物の処理 

平成 27 年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図 1のとおりである。 

なお、浮島・堤根・王禅寺処理センターは、ごみ焼却時に発生するエネルギーを有効利

用するため、発電設備が設置されており、浮島処理センターを除いた堤根・王禅寺処理セ

ンターでは、隣接する余熱利用市民施設のプール等に蒸気を供給している。 
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集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

495 t 110,009 t

0.1% 処理残さ量 22.8%

156,117 t

排出量 H27処理量 中間処理量 32.4% 処理後最終処分量

481,774 t 481,279 t 46,108 t

100% 99.9% 減量化量 9.6%

325,162 t

自家処理量 直接最終処分量 67.5% 最終処分量

0 t 46,108 t

0% 9.6%

45,048 t 155,552 t

481,774 t

0 t

※割合・合計が合わない箇所は端数処理によるものである。

図１ 一般廃棄物の処理状況フロー 

イ 市が行っている産業廃棄物の処理 

産業廃棄物の処理については、浮島２期廃棄物埋立処分場において、市内の小規模事

業者が排出する市の受入基準を満たした産業廃棄物の一部（がれき、汚泥等）及び建設

緑政局、上下水道局で発生する汚泥を受け入れており、平成 27年度については約 1,797

トン埋立処分している。 

(2)  生活排水の処理の現状 

平成 27 年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図２のとおりである。 

※汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口 

※割合・合計が合わない箇所は端数処理によるものである。

図２ 生活排水の処理状況フロー 

(3)一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表

1のとおり、目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

1,465,067人 (99.3%)

1,467,128人 (99.4%) 0人 (0.0%)

1,475,300人 (100%) 2,061人 (0.1%) 33,588 k /年

5,428人 (0.4%)

8,172人 (0.6%)

2,744人 (0.2%) 7,360 k /年

公共下水道

汚水衛生処理人口 集落排水施設等

総人口 合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量

単独処理浄化槽

未処理人口

非水洗化人口 し尿発生量



- 4 -

表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 事業系 総排出量 175,078 トン 158,500 トン (-9.5%)
１事業所当たりの排出量※2 2.86 2.30 ﾄﾝ/事業所 (-19.6%)

 生活系 総排出量 306,696 トン 303,376 トン (-1.1%)
１人当たりの排出量※3 170 kg/人 155 kg/人 (-8.9%)

 合　計 事業系生活系排出量合計 481,774 トン 461,876 トン (-4.1%)
495 トン (0.1%) 626 トン (0.1%)

155,552 トン (29.5%) 167,400 トン (33.2%)
117,750 MWh 165,700 MWh
3,113 GJ 8,605 GJ
46,108 トン (9.6%) 41,914 トン (9.1%)

※割合・合計が合わない箇所は端数処理によるものである。

エネルギー
回収量

エネルギー回収量（年間の発電電力量及
び熱利用量）

指　標　・　単　位 現　状（割合※1） 目　標（割合
※1
）

（平成27年度） （令和６年度）

排　 出　 量
トン/事業所

再生利用量
 直接資源化量
 総資源化量

最終処分量  埋立最終処分量

※１ 排出量は現状に対する増減割合、直接資源量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回

収量に対する割合 

※２ （１事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量)－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数） 

※３ （1人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量)－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口） 

《用語の定義》 

排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕 

総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕 

最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

626 t 123,750 t

0.1% 処理残さ量 26.8%

165,664 t

排出量 H27処理量 中間処理量 35.9% 処理後最終処分量

461,876 t 461,250 t 41,914 t

100% 99.9% 減量化量 9.1%

295,586 t

自家処理量 直接最終処分量 64.0% 最終処分量

0 t 41,914 t

0% 9.1%

43,024 t 167,400 t

461,876 t

0 t

※割合・合計が合わない箇所は端数処理によるものである。

図３ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー
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３ 施策の内容

資源循環・低炭素・自然共生の取組を総合的に推進していくとともに、市民一人ひとりが、

地球環境の状況を考え、それぞれが市民生活や事業活動の中で環境配慮行動を行っていく

“エコ暮らし”なライフスタイルを実践していくことが重要である。川崎市一般廃棄物処理

基本計画の第１期行動計画(以下「行動計画」という。)に位置付けられる取組すべてが、最

終的に、“エコ暮らし”につながっていくが、行動計画の中でも、特に“エコ暮らし”なラ

イフスタイルへの転換につながる重要な取組には、表中に「エコ暮らし」マーク  をつけ

て明確化しており、  は重点施策を示す。なお、行動計画の計画期間は、平成 28 年度か

ら平成 29 年度までの２年間とする。

(1) 発生抑制、再使用の推進

ア 有料化

ごみの有料化は、ごみの減量化、資源化のための一つの手法であり、生活系ごみにお

いては、粗大ごみについて、一般のごみと比べて家庭ごとの排出量、排出頻度に格差が

あることから、粗大ごみの処理券による有料化を行っている。他の生活系ごみについて

も、ごみの減量化の進捗状況や他都市の動向等の調査研究を行っているが、本市におい

ては、着実にごみの減量化、資源化が図られており、引き続き、環境教育・環境学習に

よる意識醸成などの取組を進め、ごみの発生抑制、再使用を図っていく。

 事業系焼却ごみについては、本市の焼却処理施設に搬入する場合、従量制による処

理手数料を徴収している。

イ ｢環境市民｣をめざした取組

市民・事業者・行政が協働・連携して、これまでのライフスタイルを見直し、環境配

慮行動“エコ暮らし”の実践に取り組めるように、環境教育・環境学習の場を提供する

とともに、情報共有が確実に図れるよう、新たな仕組みづくりに取り組み、地球環境に

配慮した生活を送る「環境市民」を目指す。
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(ア) 環境教育・環境学習の推進

した 
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(イ) 情報共有の推進

(ウ) 市民参加の促進

「ごみゼロカフェ」を開 
催します。 

の開催 

で出されたごみ減量のアイデア等については、 
広く市民等に実践してもらうため、広報誌などを活用し、周知を 
図ります。 
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ウ ごみの減量化・資源化に向けた取組

    より一層のごみの減量化・資源化を図るために、市民・事業者・行政が一体となって、

それぞれの主体ごとに、まずはリデュース・リユースといったごみの発生抑制に重点を

置き、やむを得ず出てしまったごみの中で、資源化できるものは、リサイクルすること

の習慣化を目指す。

(ア) 生活系ごみの減量化・資源化

生活系 
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(イ) 事業系ごみの減量化・資源化

(ウ) 市の率先したごみの減量化・資源化
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(エ) 生ごみの減量化・資源化

生活系 
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(2)処理体制 

ア 生活ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法は、表 2のとおりである。  

普通ごみについては、平成 27 年度から３処理センター体制への移行に伴い、浮島、

堤根及び王禅寺の３つの処理センターで焼却処理を行っており、令和 4 年度までは現状

の体制を継続する。令和 5 年度からは橘処理センターが竣工し、堤根処理センターが休

止するため、浮島、橘及び王禅寺の３つの処理センターで焼却処理を行う。

粗大ごみ及び小物金属の処理については、橘処理センター粗大ごみ処理施設を平成 27
年度末で閉鎖し、平成 28 年度からは浮島処理センター粗大ごみ処理施設及び王禅寺処

理センター資源化処理施設で処理を行っており、現状の体制を継続する。

空き缶・ペットボトルの処理については、堤根処理センター資源化処理施設及び北部

地域のストックヤードを平成 27 年度末で閉鎖し、平成 28 年度は南部リサイクルセンタ

ーストックヤードで積替え後委託での処理及び王禅寺処理センター資源化処理施設で

処理を行っている。南部リサイクルセンターの基幹的整備工事終了後の平成 29 年度か

らは、南部リサイクルセンター及び王禅寺処理センター資源化処理施設で処理を行う。

空きびんの処理については、北部地域のストックヤードを平成 27 年度末で閉鎖し、

平成28年度及び平成29年度は堤根処理センター資源化処理施設及び王禅寺処理センタ

ー資源化処理施設で処理を行っている。また、堤根処理センター資源化処理施設は、平

成 29 年度末で閉鎖し、平成 30 年度からは南部リサイクルセンター及び王禅寺処理セン

ター資源化処理施設で処理を行う。

ミックスペーパー及びプラスチック製容器包装については、浮島処理センター資源化

処理施設で処理を行っており、令和４年度までは現状の体制を継続する。令和５年度か

らは橘処理センター資源化処理施設が竣工するため、ミックスペーパーについては浮島

と橘の２施設で処理を行う。プラスチック製容器包装については引き続き浮島のみの１

施設で処理を行う。

乾電池・廃蛍光管については、収集後保管し、処理委託を行っており、現状の体制を

継続する。

資源集団回収の補完として年末年始等に回収している古紙及び拠点等で回収してい

る古布については、引き続き、業者への引き渡しを継続していくが、収集品目ではない

ため、表２に記載していない。

イ 事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

事業系一般廃棄物については、平成 16 年 4 月から市収集を廃止し、排出事業者が自

ら処理施設に持ち込むか、排出事業者が市の許可業者と収集運搬の委託契約を結び、処

理施設に搬入している。今後も、３処理センターでの処理を継続し、不適正搬入防止の

ため内容審査の充実を図っていく。

また、排出事業者に対しては、事業系一般廃棄物の排出を抑制し資源化を推進するた

め、多量排出事業者（排出量が 1 日平均 100 ㎏以上又は月 3t 以上）には、「減量等計

画書」、「管理責任者の選任」及び「廃棄物管理票の使用」を義務付け、準多量排出事業

者（排出量が 1 日平均 30kg 以上 100 ㎏未満又は月 0.9t 以上 3t 未満）には、｢減量

等計画書｣の提出を義務付けており、引き続き、一般廃棄物の排出抑制、再利用、再生

利用等による減量化、資源化及び適正処理に関する説明会の開催、個別のヒアリング、
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立入調査等により指導を行っていく。

なお、平成 27 年度の焼却量は約 12 万トンとなっており、事業系ごみの減量化・資源

化の取組を行うことにより、令和 6 年度の焼却量を約 9 万 4 千トンとすることを目標と

する。 

ウ 一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

産業廃棄物の処理については、浮島 2 期廃棄物埋立処分場において、市内の小規模事

業者が排出する市の受入基準を満たした産業廃棄物の一部（がれき、汚泥等）及び建設

緑政局、上下水道局で発生する汚泥を受け入れており、平成 27 年度については約 1,797
トン埋立処分している。

今後については、引き続き、一般廃棄物の処理に影響を与えない範囲で処理するもの

とする。 

エ 廃棄物処理体制の確立に向けた取組 

資源物にならないごみを適正に処理するとともに、市民生活のライフラインとして、

平成 27 年度から移行した 3処理センター体制の安定的な運営を目指す。 

(ア) 安全・安心な処理体制の確立
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(イ) ３処理センター体制の安定的な運営

   (ウ) 効果的・効率的な処理体制の構築 

オ 生活排水処理の現状と今後 

生活排水の処理については、公共下水道が普及している地域のし尿は通常、公共下水

道を通じて処理されているが、公共下水道の普及していない地域等においては、一般廃

棄物として収集・処理を行っている。また、その他として、生物処理タイプによるディ

スポーザー（生ごみ粉砕機）排水処理システムの排水処理槽から発生した汚泥について

は、申込に基づき、一般廃棄物として市が収集・処理を行っている。 

また、平成 29 年 5 月に策定された「塩浜 3 丁目周辺地区土地利用計画」において、

現施設（入江崎クリーンセンター）の敷地が憩い・交流機能となるため、老朽化が進ん

でいる現施設を塩浜中公園跡地へ移転更新すると位置付けられている。 

●建設工事
の着手

●既存解体
撤去工事終了

（平成2０年度～令和5年度） 

（平成２６年度～令和１７年度） 
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表２　川崎市の生活ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

一次処理 二次処理

普通ごみ

焼却

（熱回収）

発電・熱供給 焼却施設

・浮島処理センター（発電・熱供給）

・堤根処理センター（発電・熱供給）

・王禅寺処理センター（発電・熱供給） 普通ごみ
焼却

（熱回収）

発電・熱供給 ・浮島処理センター

・橘処理センター

・王禅寺処理センター

・（焼却灰）浮島廃棄物埋

立処分場

金属：売却

可燃物：焼却（熱回収）

小物金属 小物金属 売却

空 き 缶 圧縮、売却

・南部リサイクルセンター

・堤根処理センター資源化処理施設（平

成27年度末閉鎖）

・北部地域ストックヤード（中継施設。平成

27年度末閉鎖）

空 き 缶 圧縮、売却

・南部リサイクルセンター

・王禅寺処理センター資源化処理施設

売却

ペットボトル 圧縮、売却

・南部リサイクルセンター

・堤根処理センター資源化処理施設（平

成27年度末閉鎖）

・北部地域ストックヤード（中継施設。平成

27年度末閉鎖）

ペットボトル 圧縮、売却

・南部リサイクルセンター

・王禅寺処理センター資源化処理施設

売却

空 き びん
手選別、破砕、売

却

・南部リサイクルセンター

・堤根処理センター資源化処理施設（平

成29年度末閉鎖）

・北部地域ストックヤード（中継施設。平成

27年度末閉鎖）

空 き 瓶
手選別、破砕、売

却

・南部リサイクルセンター

・王禅寺処理センター資源化処理施設

売却

ミックスペーパー ミックスペーパー 圧縮、売却

・浮島処理センター資源化処理施設

・橘処理センターミックスペーパー資源化

処理施設

売却

プラスチック製

容器包装

プラスチック製

容器包装
圧縮、売却 ・浮島処理センター資源化処理施設 売却

乾電池・廃蛍光管 再資源化 （委託）
蛍光管・

乾電池
再資源化 （委託）

破砕選別

金属：破砕、売却

可燃物：破砕、焼

却（熱回収）

・浮島処理センター粗大ごみ処理施設

・王禅寺処理センター資源化処理施設

リサイクル リサイクル

圧縮、売却 ・浮島処理センター資源化処理施設

粗大ごみ

複合

破砕選別

金属：破砕、売却

可燃物：破砕、焼

却（熱回収）

・浮島処理センター粗大ごみ処理施設

・橘処理センター粗大ごみ処理施設（平

成27年度末閉鎖）
粗大ごみ

複合

現状（平成27年度） 今後（令和6年度）

分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法

処理施設等
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(3) 処理施設等の整備 

ア 廃棄物処理施設

｢(2) 処理体制｣で処理を行うため、表 3-1 のとおり必要な施設整備を行う。 

   また、参考として市単独事業として実施する施設整備を表 3-2 に示す。 

表 3-1 交付対象事業として整備する処理施設 

事業番号 
整備施設種類 

施設名 
事 業 名 処理能力 設置予定地 

事業期間 

（全体事業期間） 

国土 

強靭化 

1 
ごみ焼却施設 

橘処理センター 

橘処理センター（エネルギー回収

型廃棄物処理施設）整備事業 
600ｔ/日 

高津区 

新作 1-20-1 

H29～R5 

(H28～R5) 

かわさき 

強靭化計画 

2 
資源化処理施設 

橘処理センター 

橘処理センター（マテリアルリサ

イクル推進施設）整備事業 

ミックス 

ペーパー 

45t/日 

高津区 

新作 1-20-1 

H29～R5 

(H28～R5) 

かわさき 

強靭化計画 

3 
ごみ焼却施設 

堤根処理センター 

堤根処理センター（エネルギー回

収型廃棄物処理施設）整備事業 
未定 

川崎区 

堤根52番地 

次期地域 

計画以降 

(R6～R17 予定) 

― 

4 
ごみ焼却施設 

浮島処理センター 

浮島処理センター（エネルギー回

収型廃棄物処理施設）基幹的設備

改良事業 

900ｔ／日

川崎区 

浮島町 509

－1 

R1～R5 

(R1～R6) 
― 

（整備理由）事業番号 1 既存施設の老朽化、エネルギーの高効率回収・有効利用の促進

      事業番号 2 リサイクルの促進

事業番号 3 既存施設の老朽化、エネルギーの高効率回収・有効利用の促進

事業番号 4 既存施設の老朽化、エネルギーの高効率回収・有効利用の促進

表 3-2 市単独事業として整備する処理施設（参考）

事業番号 
整備施設種類 

施設名 
事 業 名 処理能力 設置予定地 

事業期間 

（全体事業期間） 

国土 

強靭化 

5 
資源化処理施設 

浮島処理センター 

浮島処理センター（マテリアル

リサイクル推進施設）整備事業 

ﾐｯｸｽﾍﾟｰﾊﾟｰ：

70t/日 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器

包装：55t/日

川崎区 

浮島町509－

1 

R5 

(R5～R6) 
― 

6 

資源化処理施設 

南部リサイクルセ

ンター 

南部リサイクルセンター（マテ

リアルリサイクル推進施設）基

幹的設備改良事業 

空き缶 28t/日 

空き瓶 20t/日 

ﾍﾟｯﾄ  7t/日 

川崎区 

夜光3－1－3 

H29 

(H28～H29) 
― 

7 

最終処分場 

浮島２期廃棄物埋

立処分場 

浮島２期廃棄物埋立処分場（最

終処分場）基幹的設備改良事業 
2,673,500m3

川崎区 

浮島町523－

1先 

H29 

(H26～H29) 
― 



- 16 -

(4) 施設整備に関する計画支援事業 

｢(3) 処理施設等の整備｣に先立ち、表 4の通り計画支援事業を行う。 

表 4 実施する計画支援事業 

事業番号 事 業 名 事業内容 
事業期間 

（全体事業期間） 

1 

橘処理センター（エネルギー回収型廃棄物処理施設）

整備事業に係る地下水調査等業務委託 
土壌汚染調査等 

H29～H30 

(H28～H30) 

橘処理センター（エネルギー回収型廃棄物処理施設）

整備事業に係る総合評価支援業務委託 

総合評価落札方式業者選

定支援 

H29 

(H28～H29) 

3 

堤根処理センター（エネルギー回収型廃棄物処理施

設）整備事業に係る環境影響評価等業務委託 
環境影響評価等 

H29～R5 

(H29～R6) 

堤根処理センター（エネルギー回収型廃棄物処理施

設）整備事業に係る土壌調査等業務委託 
土壌調査等 R4 

 (5) 廃棄物処理施設における長寿命化総合計画策定支援事業 

｢(3) 処理施設等の整備｣に先立ち、表 5の通り長寿命化総合計画策定支援事業を行う。 

表 5 長寿命化総合計画策定支援事業 

事業番号 事 業 名 事業内容 
事業期間 

（全体事業期間） 

4 

浮島処理センター（エネルギー回収型廃棄物処理施

設）基幹的設備改良事業に係る長寿命化計画等策定

業務委託 

廃棄物処理施設におけ

る長寿命化総合計画策

定支援 

H29 

(6) その他の施策 

ア 健康的で快適な生活環境づくりの取組 

廃棄物処理事業の基盤である生活環境の保全及び公衆衛生の向上に努め、市民が、健康

的で快適な日々の生活が過ごせるよう、引き続き、安全・安心な生活環境づくりにしっか

り取り組んでいく。 

また、地域課題の解決には、市民の理解と参加が不可欠であり、環境教育の実践の場に

もつながるため、市民・事業者・行政が協働して課題解決に取り組んでいく。 
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(ア) まちの美化推進 

(イ) 市民ニーズに対応した取組の推進

(ウ) 不適正排出対策等の取組
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イ 低炭素社会・自然共生社会をめざした取組

廃棄物分野で、持続可能な社会を目指していくためには、「資源循環」は当然のことで

あるが、「低炭素」・「自然共生」の視点も持った統合的な取組を行い、ごみの焼却に伴う

熱回収を徹底し、エネルギーを有効活用することで、温室効果ガスの削減に貢献するとと

もに、リデュース・リユースなどのごみの発生抑制に取り組むことで天然資源の投入の抑

制や埋立処分場の延命化を目指していく。 

また、地球温暖化に及ぼす影響が最も大きい CO2の削減につながる、プラスチック製容

器包装の分別排出をさらに徹底して焼却ごみの削減を図り、温室効果ガスの削減に取り組

んでいく。

(ア) エネルギー資源の効果的な活用

(イ) 低炭素・自然共生をめざした資源の有効利用

(再掲) 
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(ウ) 環境に配慮した処理体制の構築

(エ) 蓄積された環境技術等を活かした取組 

  ウ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

    川崎市地域防災計画、川崎市災害廃棄物等処理実施計画に基づき災害廃棄物の処理を

行う。 

    ※一次仮保管場所 … 一次仮保管場所は災害により発生した片付けごみを市民が

仮置きするための場所で、住宅周辺の公園等の市民の生活場所に近い所に開設する

ものとし、街区公園等を候補地とする。 

    ※二次仮保管場所 … 二次仮保管場所は、処理（再使用・再資源化を含む）の前に、

一次仮保管場所等にある災害廃棄物を一定期間、分別・保管及び処理する場所とし、

１ha 以上の大規模公園等を候補地とする。 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

(1) 計画のフォローアップ 

川崎市において毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に

応じて、神奈川県及び環境省関東地方環境事務所と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を

勘案し、計画の見直しを行う。 

令和３８ 
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(2) 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに

計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情報の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すもの

とする。 
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対象地域図

添付資料１
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添付資料２
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地域内の施設の現況と予定（位置図）

添付資料３
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堤根処理センター
（熱回収施設・資源化処理施設）
・浸水深:0m 南部リサイクルセンター

・浸水深:0.8～1.2m

浮島２期廃棄物埋立処分場
・浸水深:0m

浮島処理センター
（熱回収施設・粗大ごみ処理施設・動物死体処理施設・資源化処理施設）
・浸水深:0m

入江崎クリーンセンター
・浸水深:0.15～0.5m

川崎市　津波ハザードマップ 添付資料４



- 28 -

洪水浸水想定区域
（多摩川水系）

洪水浸水想定区域
（鶴見川水系）

浸水継続時間
（鶴見川水系）

浸水継続時間
（多摩川水系）

堤根処理センター
（熱回収施設・資源化処理施設）
・浸水深：0.5～3m

入江崎クリーンセンター
・浸水深：0m

南部リサイクルセンター
・浸水深：0m

堤根処理センター
（熱回収施設・資源化処理施設）
・浸水深：0～0.5m

南部リサイクルセンター
・浸水深：0m

入江崎クリーンセンター
・浸水深：0m

堤根処理センター
（熱回収施設・資源化処理施設）
・浸水継続時間：24時間未満

南部リサイクルセンター
・浸水継続時間：0時間

入江崎クリーンセンター
・浸水継続時間：0時間

堤根処理センター
（熱回収施設・資源化処理施設）
・浸水継続時間：0時間

南部リサイクルセンター
・浸水継続時間：0時間

入江崎クリーンセンター
・浸水継続時間：0時間

川崎市　洪水ハザードマップ（川崎区）
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川崎市　洪水ハザードマップ（幸区）

洪水浸水想定区域
（多摩川水系）

洪水浸水想定区域
（鶴見川水系）

浸水継続時間
（鶴見川水系）

浸水継続時間
（多摩川水系）

加瀬クリーンセンター
（廃棄物中継センター）
・浸水深：0m

加瀬クリーンセンター
（廃棄物中継センター）
・浸水深：0～0.5m

加瀬クリーンセンター
（廃棄物中継センター）
・浸水継続時間：0時間

加瀬クリーンセンター
（廃棄物中継センター）
・浸水継続時間：12時間未満
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川崎市　洪水ハザードマップ（高津区）

浸水継続時間
（多摩川水系）

橘処理センター
（熱回収施設・資源化処理施設（R5.10竣工予定））
・浸水継続時間：0時間
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川崎市　洪水ハザードマップ（高津区）

洪水浸水想定区域
（多摩川水系）

橘処理センター
（熱回収施設・資源化処理施設（R5.10竣工予定））
・浸水深：0m
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川崎市　洪水ハザードマップ（高津区）

浸水継続時間
（鶴見川水系）

橘処理センター
（熱回収施設・資源化処理施設（R5.10竣工予定））
・浸水継続時間：0時間
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川崎市　洪水ハザードマップ（高津区）

洪水浸水想定区域
（鶴見川水系）

橘処理センター
（熱回収施設・資源化処理施設（R5.10竣工予定））
・浸水深：0m
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川崎市　洪水ハザードマップ（麻生区）

浸水継続時間
（多摩川水系・鶴見川水系）

王禅寺処理センター
（熱回収施設・資源化処理施設）
・浸水継続時間：0時間
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川崎市　洪水ハザードマップ（麻生区）

洪水浸水想定区域
（多摩川水系・鶴見川水系）

王禅寺処理センター
（熱回収施設・資源化処理施設）
・浸水深：0m
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添付資料５　国土強靭化地域計画（事業記載部の抜粋）
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様式１

1

(1)地域名

組合を構成する市町村：

2

　事業系　 168,297 176,348 169,228 172,956 180,062 175,078 158,500 (H27比   -9.5%)

2.66 2.94 2.85 2.85 2.88 2.86 2.30 (H27比   -19.6%)

　生活系 326,682 322,216 319,097 310,994 305,674 306,696 303,376 (H27比   -1.1%)

208 195 191 179 171 170 155 (H27比   -8.9%)

　合　計 494,979 498,564 488,325 483,950 485,736 481,774 461,876 (H27比   -4.1%)

461 (0.1%) 494 (0.1%) 456 (0.1%) 522 (0.1%) 493 (0.1%) 495 (0.1%) 626 (0.1%)

128,664 (23.8%) 144,685 (26.5%) 143,054 (26.7%) 154,299 (29.0%) 161,541 (30.3%) 155,552 (29.5%) 167,400 (33.2%)

（年間の発電電力量　MWh） 70,744 72,201 108,071 99,975 110,085 117,750 165,700

（年間の熱利用量　GJ） - - - - 2,200 3,113 8,605

61,817 (12.5%) 47,712 (9.6%) 41,140 (8.4%) 47,671 (9.9%) 48,990 (10.1%) 46,108 (9.6%) 41,914 (9.1%)

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　統括表１
　地域の概要

川崎市 (2)地域内人口 1,489,564 人 (3)地域面積 144.35 km2

(4)構成市町村等名 川崎市 (5)地域の要件＊ 人口　　面積　　沖縄　　離島　　奄美　　豪雪　　山村　　半島　　過疎　　その他

(6)構成市町村に一部事務組合等が 設立（予定）年月日　：　　　　　　年　　　月　　　日設立、認可予定

１事業所当たりの排出量（トン/事業所）

　　含まれる場合、当該組合の状況 設立されていない場合、今後の見通し　：

＊交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

指標・単位
年

過去の状況・現状（排出量に対する割合） 目　標

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 令和6年度

総排出量（トン）

一般廃棄物処理計画の目標及び将来予測を基に、地域計画の目標を作成している。

排出量 総排出量（トン）

１人当たりの排出量（kg/人）

事業系生活系排出量合計

再生利用量
　直接資源化量（トン）

　総資源化量（トン）

エネルギー回収量 エネルギー回収量

最 終 処 分 量 　埋立最終処分量（トン）

　※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。
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３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月 備考

南部リサイクルセンター 川崎市
空き缶（磁選、圧縮）
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ（圧縮、結束）
空きびん（選別、カレット）

28t/日
7t/日
20t/日

H10. 3
〃
〃

浮島処理センター
粗大ごみ処理施設

川崎市 粗大ごみ（剪断・回転・磁選） 50t/日 H 7. 9

堤根処理センター
資源化処理施設

川崎市
空き缶（磁選、圧縮）
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ（圧縮、結束）
空きびん（選別、カレット）

15t/日
1.5t/日
20t/日

H 4. 3
H11. 2
H 8. 3

空き缶　H28.4廃止
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙH28.4廃止
空きびん　H30.3廃止

R6.10
(予定)

橘処理センター
粗大ごみ処理施設

川崎市 粗大ごみ（剪断・回転・磁選） 50t/日 S63. 2 H28.4　廃止 H28.4

王禅寺処理センター
資源化処理施設

川崎市

空き缶（磁選、圧縮）
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ（圧縮、結束）
空きびん（選別、カレット）
粗大ごみ（剪断・回転・磁選）

20t/日
12.5t/日
25t/日
40t/日

H28.4

橘処理センター
（ストックヤード）

川崎市
建築面積
330.28m2

H17.4 H28.4　廃止 H28.4

浮島処理センター
資源化処理施設

川崎市
ミックスペーパー（圧縮梱包）

プラスチック製容器包装（圧縮梱包）
70t/日
55t/日

H23.3

浮島処理センター 川崎市 全連、ストーカ、発電 900t/日 H 7. 3

堤根処理センター 川崎市 全連、ストーカ、発電 600t/日 S54. 3
R5.4　廃止予定
R17.10　竣工予定

R6.10
(予定)

橘処理センター 川崎市 全連、ストーカ、発電、中継 600t/日 S49.11
   H27.4　廃止
   R5.10　竣工予定

H28.4

王禅寺処理センター 川崎市 全連、ストーカ、発電 450t/日 H24.3

中継施設 加瀬ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 川崎市 ｺﾝﾊﾟｸﾀ・ｺﾝﾃﾅ式 300t/日 H 7. 3

最終処分場 浮島２期廃棄物埋立処分場 川崎市 海面埋立 2,673,500m3 H12. 4

し尿圧送施設 入江崎クリーンセンター 川崎市 500kL／日 S51.12

その他 浮島処理ｾﾝﾀｰ 川崎市
動物死体処理施設

（ﾊﾞｯﾁ、二次燃焼型ﾊﾞｰﾅ式）
150kg/日 H 7. 9

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設の解
体の有無（解体
施設の名称）

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

想定される浸水深と対策

プラスチック再
商品化を実施
するための施
設整備事業

備考

マテリアルリサイクル施設
（資源化処理施設）

橘処理センター
資源化処理施設

川崎市 ミックスペーパー（圧縮梱包） 45t/日 R5.10　竣工
安定的なごみ処理体制を確立するた
めに資源化処理施設を新設する。

有
(橘処理センター)

H28.4～H31.3 (浸水深 0m） -

堤根処理センター 川崎市
R17.10　竣工
（予定）

老朽化が進んでおり、安定的なごみ処
理体制を確立するために更新予定。

有
(堤根処理セン
ター)

R6.10～R10.10（予定）
（浸水深 0.5m～3m （洪
水））対策を実施。内容に
ついては検討中。

-

橘処理センター 川崎市 全連、ストーカ、発電、中継 600t/日 R5.10　竣工
老朽化が進んでおり、安定的なごみ処
理体制を確立するために更新予定。

有
(橘処理センター)

H28.4～H31.3 (浸水深 0m） -

エネルギー回収型
廃棄物処理施設
（ごみ焼却施設）

　王禅寺処理センター資源化処理施設稼動に
伴い廃止

　王禅寺処理センター資源化処理施設稼動に
伴い廃止

エネルギー回収型
廃棄物処理施設
（ごみ焼却施設）

(浸水深 0m）

（浸水深 0.5m～3m （洪水））施設稼働が困難な場合
は、他2施設で受入れ・処理する。

(浸水深 0m）

(浸水深 0m）

（浸水深 0m～0.5m （洪水））プラットホームのレベルを
浸水水位以上としている。

(浸水深 0m）

（浸水深 0.15m～0.5m （津波））土嚢等により浸水対
策を施し、浸水した際は宮前生活環境事業所し尿中
継輸送・下水投入施設で貯留する。

(浸水深 0m）

想定される浸水深と対策

マテリアルリサイクル施設
（資源化処理施設）

（浸水深 0.8m～1.2m （津波））施設稼働が困難な場
合は、王禅寺処理センター資源化処理施設で受入れ・
処理する。

(浸水深 0m）

（浸水深 0.5m～3m （洪水））平成30年に廃止済であ
り、対象物は王禅寺処理センター資源化処理施設で
受入れ・処理する。

(浸水深 0m）

(浸水深 0m）

(浸水深 0m）

(浸水深 0m）
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様 式 ２

単位 開始 終了
平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

2年度

令和

3年度

令和

4年度

令和

5年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

2年度

令和

3年度

令和

4年度

令和

5年度

4,655,624 0 0 7 ,668 481,788 633 ,219 2 ,030 ,606 1 ,502 ,343 2 ,281 ,529 0 0 0 216 ,000 244 ,245 1,368,798 452,486

2 川崎市 45 t/日 H29 R5 4,655,624 0 0 7,668 481,788 633,219 2,030,606 1,502,343 2,281,529 0 0 0 216,000 244,245 1,368,798 452,486
総事業H28～
Ｒ5

44,960,949 170 ,100 742 ,076 1,298 ,214 3,308,562 11 ,508,402 10 ,852 ,041 17 ,081 ,554 21 ,738 ,090 100 ,980 670,553 422,531 1 ,472 ,300 7 ,759 ,988 6 ,414,826 4,896,912

1 川崎市 600 t/日 H29 R5 32,443,434 170,100 742,076 1,298,214 1,525,176 8,355,210 9,561,653 10,791,005 17,713,938 100,980 670,553 422,531 1,220,400 6,821,160 6,403,947 2,074,367
総事業H28～
Ｒ5

4 川崎市 900 t/日 Ｒ1 R5 12,517,515 0 1,783,386 3,153,192 1,290,388 6,290,549 4,024,152 0 0 0 251,900 938,828 10,879 2,822,545
総事業Ｒ1～
Ｒ6

223,231 26 ,977 14 ,494 8 ,812 30,920 82,634 12 ,504 46 ,890 218 ,994 26 ,043 13,655 8,812 29 ,861 82 ,634 12,504 45,485

1 川崎市 H29 H30 1,188 741 447 0 0 0 0 0 1,188 741 447 0 0 0 0 0
総事業H28～
H30

1 川崎市 H29 H29 10,583 10,583 0 0 0 0 0 0 10,583 10,583 0 0 0 0 0 0
総事業H28～
H29

3 川崎市 H29 R5 210,402 15,653 14,047 8,812 30,920 82,634 11,446 46,890 206,165 14,719 13,208 8,812 29,861 82,634 11,446 45,485
総事業H29～
Ｒ6

3 川崎市 R4 R4 1,058 0 0 0 0 0 1,058 0 1,058 0 0 0 0 0 1,058 0

7,398 7 ,398 0 0 0 0 0 0 7 ,398 7 ,398 0 0 0 0 0 0

4 川崎市 H29 H29 7,398 7,398 0 0 0 0 0 0 7,398 7,398 0 0 0 0 0 0
長寿命化計画等

策定(H29)

49 ,847,202 204 ,475 756 ,570 1,314 ,694 3,821,270 12 ,224,255 12 ,895 ,151 18 ,630 ,787 24 ,246 ,011 134 ,421 684,208 431,343 1 ,718 ,161 8 ,086 ,867 7 ,796,128 5,394,883

※１ 事業番号については、計画本文３(3)表3-1に示す事業番号と一致させること。
※２ 実施しない事業の欄は削除して構わない。
※３ 同一施設の整備であっても、交付金を受ける事業主体ごとに記載する。
※４ 事業が地域計画を跨ぐ場合は地域計画期間内の事業期間を記入し、備考欄に全体の事業期間を記載すること。なお、事業期間は交付対象外部分のみを行う期間も含む。
※５ 廃焼却施設の解体と新施設の建設を異なる事業主体が実施する場合は、それぞれの事業費を別行で記載すること。

浮島処理センター（エネルギー回収型廃棄物処理施設）基

幹的設備改良事業に係る長寿命化計画等策定業務委託

合     　　計

○施設整備に関する計画支援事業

橘処理センター（エネルギー回収型廃棄物処理
施設）整備事業に係る地下水調査等業務委託

橘処理センター（エネルギー回収型廃棄物処理
施設）整備事業に係る総合評価支援業務委託

堤根処理センター（エネルギー回収型廃棄物処理施
設）整備事業に係る環境影響評価等業務委託

堤根処理センター（エネルギー回収型廃棄物処
理施設）整備事業に係る土壌調査業務委託

○長寿命化総合計画策定支援事業

○マテリアルリサイクル推進等に関する事業

○エネルギー回収等に関する事業

ごみ焼却施設整備事業
（橘処理センター整備事業）

ごみ焼却施設整備事業
（浮島処理センター基幹的設備改良事業）

資源化処理施設整備事業
（橘処理センター整備事業）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

事　業　種　別 事業
番号
※１

事業主体
名　　　称
※２

規　模
事業期間
※5

総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

備　　考

事　業　名　称
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【参考資料様式１】 

施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 

都道府県名    神奈川県 

(1) 事業主体名    川崎市 

(2) 施設名称 
資源化処理施設 橘処理センター 

（マテリアルリサイクル推進施設整備事業） 

(3) 工期 ※1 
 本地域計画期間 平成２９年度 ～ 令和５年度 

（全体：平成２８年度 ～ 令和５年度） 

(4) 施設規模  処理能力 ミックスペーパー  ４５ ｔ／日 

(5) 処理方式 ミックスペーパー 手選別、圧縮・梱包 

(6) 地域計画内の役割 
  ※2 橘処理センターを解体し、その跡地に資源化処理施設を建設する。 

(7) 廃焼却施設解体工事
  の有無   有   無 

 「ストックヤード」を整備する場合 

(8) ストック対象物 

 「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合 

(9) 容器包装リサイク 
  ル推進施設の内訳  

①分別収集回収拠点の整備
  ・ごみの分別収集・処理方法 
  ・ごみ容器の種類・設置基数 
  ・建築物の構造 
②小規模ストックヤードの整備 
  ・施設規模 
  ・ストック対象物 
③簡易プレス機の整備 
  ・処理方法 
  ・処理能力 
  ・設置場所 
④電気ごみ収集車及び分別ごみ収集車の整備 
  ・導入台数（積載量） 
  ・運行計画 

 「灰溶融施設」を整備する場合                                                                   

(10) スラグの利用計画 

(11)総事業計画額 ※1 
4,655,624千円(全体：4,655,624千円) 

うち、交付対象事業費2,281,529千円(全体：2,281,529千円) 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、

金額を括弧書きすること。 

※2 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。 
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 【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系）
都道府県名    神奈川県 

(1) 事業主体名    
川崎市 

(2) 施設名称 
ごみ焼却施設 橘処理センター 

（エネルギー回収型廃棄物処理施設整備事業） 

(3) 工期 ※1 
 本地域計画期間 平成２９年度 ～ 令和５年度 

(全体：平成２８年度 ～ 令和５年度) 

(4) 施設規模  処理能力 ６００ ｔ／日（２００ｔ／日× ３炉） 

(5) 形式及び処理方式 全連続燃焼式ストーカ方式 

(6) 余熱利用の計画 
 １．発電の有無    有（発電効率  ２１．５％） ・ 無 

 ２．熱回収の有無      有（熱利用率  （未定）％） ・ 無 

(7) 地域計画内の役割 

  ※2 

既存の橘処理センターを解体撤去し、ごみ焼却処理施設を整備する。 

(8) 廃焼却施設解体 

   工事の有無   有   無 

 「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画 

 「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス 

   熱利用率 
      ｋWh／ごみｔ 

(11) バイオガスの利用 

     計画 

(12) 総事業計画額 ※2 
32,443,434千円(全体：32,443,434千円) 

うち、交付対象事業費17,713,938千円(全体：17,713,938千円) 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、

金額を括弧書きすること。 

※2 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また、二酸化炭素

排出抑制対策事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で生じた熱や発電した電力を地域

でどう利活用するかについても記載すること。
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【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系）
都道府県名    神奈川県 

(1) 事業主体名    
川崎市 

(2) 施設名称 
ごみ焼却施設 浮島処理センター 

（エネルギー回収型廃棄物処理施設基幹的設備改良事業） 

(3) 工期 ※1 
 本地域計画期間 令和元年度 ～ 令和５年度 

(全体：令和元 年度 ～ 令和６ 年度) 

(4) 施設規模  処理能力 ９００ ｔ／日（３００ｔ／日× ３炉） 

(5) 形式及び処理方式 全連続燃焼式ストーカ方式 

(6) 余熱利用の計画 
 １．発電の有無    有（発電効率  （未定）％） ・ 無 

 ２．熱回収の有無      有（熱利用率  （未定）％） ・ 無 

 ３．二酸化炭素削減率 10.0％（予定） 

(7) 地域計画内の役割 

  ※2 

浮島処理センターの老朽化に対応するために、長寿命化計画を策定し、温室

効果ガスの削減及びごみの安定処理を行うための基幹的設備の改良を行う。 

(8) 廃焼却施設解体 

   工事の有無   有   無 

 「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画 

 「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス 

   熱利用率 
      ｋWh／ごみｔ 

(11) バイオガスの利用 

     計画 

(12) 総事業計画額 ※2 
12,517,515千円(全体：14,217,515千円) 

うち、交付対象事業費4,024,152千円(全体：4,024,152千円) 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、

金額を括弧書きすること。 

※2 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また、二酸化炭素

排出抑制対策事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で生じた熱や発電した電力を地域

でどう利活用するかについても記載すること。 
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                                                                              【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要

都道府県名    神奈川県 

(1) 事業主体名 川崎市 

(2) 事業目的 

エネルギー回収型廃棄物処理施設 

橘処理センター施設整備のため 

(3) 事業名称 

橘処理センター（エネルギー回

収型廃棄物処理施設）整備事業

に係る地下水調査等業務委託

橘処理センター（エネルギー回

収型廃棄物処理施設）整備事業

に係る総合評価支援業務委託

(4) 事業期間 

※1 

平成29年度 ～ 

    平成30年度

(全体：平成28年度～ 

平成30年度)

平成29年度 ～ 

    平成29年度

(全体：平成28年度～ 

平成29年度）

(5) 事業概要 

橘処理センター整備事業に係る

地下水調査等を実施する。

橘処理センター整備事業に

係るごみ焼却処理施設の建

設工事に関する総合評価落

札方式の標準型の手続きに

沿った支援業務を実施す

る。 

(6) 総事業計画

額 ※1 

1,188千円(全体：2,430千円) 

うち、交付対象事業費 

1,188千円(全体：2,430千円)

10,583千円(全体：14,689千円) 

うち、交付対象事業費 

10,583千円(全体：14,689千円)

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、

金額を括弧書きすること。
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【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要

都道府県名    神奈川県 

(1) 事業主体名 川崎市 

(2) 事業目的 

エネルギー回収型廃棄物処理施設 

堤根処理センター施設整備のため 

(3) 事業名称 

堤根処理センター（エネルギー

回収型廃棄物処理施設）整備事

業に係る環境影響評価等業務委

託

堤根処理センター（エネルギー

回収型廃棄物処理施設）整備事

業に係る土壌調査業務委託

(4) 事業期間 

※1 

平成29年度 ～ 

    令和５年度 

 (全体：平成29年度～ 

令和６年度)

令和４年度 ～ 

    令和４年度 

(5) 事業概要 

堤根処理センター整備事業に

係るごみ焼却処理施設の建設工

事に関する環境影響評価等を実

施する。

堤根処理センター整備事業に

係るごみ焼却処理施設の建設工

事に関する土壌調査等を実施す

る。

(6) 総事業計画

額 ※1 

210,402千円(全体：215,262千円) 

うち、交付対象事業費 

206,165千円(全体：211,024千円)

1,058千円(全体：1,058千円) 

うち、交付対象事業費 

1,058千円(全体：1,058千円)

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、

金額を括弧書きすること。
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長寿命化総合計画策定支援概要

都道府県名    神奈川県 

(1) 事業主体名 川崎市 

(2) 事業目的 焼却施設の長寿命化計画策定のため 

(3) 事業名称 

浮島処理センター（エネルギー

回収型廃棄物処理施設）基幹的

設備改良事業に係る長寿命化計

画等策定業務委託

(4) 事業期間 

※1 

平成29年度 ～ 

    平成29年度）

平成  年度 ～ 

      平成  年度 

平成  年度 ～ 

      平成  年度 

(5) 事業概要 

焼却施設の基幹的設備改良のた

めの長寿命化計画の策定

(6) 総事業計画

額 ※1 

7,398千円(全体：7,398千円) 

うち、交付対象事業費 

7,398千円(全体：7,398千円)

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、

金額を括弧書きすること。 


